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（目的） 
第 1 条 この要綱は、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの削減に配慮した新エネルギー及
び省エネルギー機器等（以下「機器等」という。）の普及啓発を積極的に図り、もって、地球環

境の保全及び自然と人間が共生できるまちづくりを推進するため、区内において機器等を導入

する者に対し、補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 
（１）中小規模事業所 事業所、事務所、営業所等（以下「事業所等」という。）のうち、前年

度の原油換算エネルギー使用量（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則

（平成１３年東京都規則第３４号）第４条第１項の原油換算エネルギー使用量をいう。）が

１，５００kl未満のもの（指定地球温暖化対策事業所（都民の健康と安全を確保する環境
に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）第５条の７第８号に規定する指定地球

温暖化対策事業所をいう。）及び当該指定地球温暖化対策事業所内に設置する事業所、営業

所等を除く。）をいう。 
（２）中小企業等 法人又は個人の事業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第

２条第１項に規定する会社に該当しない会社を除く。） 
 

（補助対象機器等及び補助金の額） 



 
 
第３条 補助金の交付の対象となる機器等及び当該機器等に係る補助金の額は、毎年度の予算の

範囲内でそれぞれ当該各号に定めるところによる。 
（１）住宅に導入する機器等 別表第１のとおり 
（２）事業所等に導入する機器等 別表第２のとおり 
 
（補助対象者） 
第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 
（１）次に掲げる場合に応じて当該各号に定める要件 
   ア 前条第１号の機器等に係る補助金 区内の住宅（賃貸住宅及び使用貸借住宅の場合に

あっては、当該住宅の所有者から当該機器等を設置することについて同意を得ているも

のに限る。）に機器等を購入し、使用しようとする個人又は中小企業等の代表者（機器等

が建物の区分所有者全員の共有に属する場合にあっては、当該建物における、建物の区

分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２５条第１項の管理者又は同法第

４７条第２項の管理組合法人の代表者）であること。 
   イ 前条第２号の機器等に係る補助金 申請時点において、区内に所在する中小規模事業

所に機器等を購入し、使用しようとする中小企業等（当該中小規模事業所の全部又は一

部を賃借権又は使用貸借による権利により使用している場合にあっては、所有者から当

該機器等を設置することについて同意を得ているものに限る。）。 
（２）未使用の機器等を導入しようとする者であること。 
（３）同一年度内にこの要綱に基づく同じ種類の機器等に対して補助金の交付を受けていないこ

と。 
（４）次に掲げる場合に応じて当該各号に定める要件 
   ア 個人の場合 個人にあっては道府県民税及び市町村民税並びに軽自動車税を滞納して

いないこと。 
   イ 法人の場合 法人にあっては法人道府県民税及び法人市町村民税を滞納していないこ

と。 
（５）東京都板橋区暴力団排除条例（平成２４年板橋区条例第２８号）第２条第１号に規定する

暴力団並びに同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者に該当

する者でないこと。 
 
（補助金の交付申請） 
第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、機器等の設置完了日前

（断熱化住宅と既存照明のＬＥＤ化にあっては工事着手日前）までに、住宅に機器等を導入す

る場合にあっては、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付申請書（別記

第１号様式甲）に別表第３に掲げる書類を添付して、事業所等に機器等を導入する場合にあっ

ては、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付申請書（別記第１号様式乙）

に別表第４に掲げる書類を添付して、区長に提出しなければならない。 
２ 区長は、必要と認める場合は、前項に規定する書類以外の書類を提出させることができる。 
３ 第１項の申請は、申請者１人につき別表第１及び別表第２に掲げる同じ種類の機器等に対し



 
 
て各１回までとする。 
（交付決定） 
第６条 区長は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交付が適当であると

認めたときは板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付決定通知書（別記第

２号様式）により、適当でないと認めたときは板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導

入補助金不交付決定通知書（別記第３号様式）により、申請者に通知するものとする。 
２ 前項の交付決定は、予算の範囲内で行う。 
３ 区長は、補助金交付申請受領後、必要に応じて現地確認を行うことができる。 
 
（変更及び取下げ） 
第７条 前条の規定により補助金の交付通知を受けた者が、申請した内容を変更しようとすると

きは、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付変更届（別記第４号様式）

を、取下げをしようとするときは、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交

付取下げ願（別記第５号様式）を、第１０条の設置完了報告を行う前に、区長に提出しなけれ

ばならない。 
 
（交付決定の変更） 
第８条 区長は、前条の変更届又は取下げ願を受けたときは、その内容を審査し、これを適当と

認めるときは、補助金申請者に対し、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金

交付変更承認書（別記第６号様式）又は板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助

金交付取下げ承認書（別記第７号様式）により通知するものとする。 
 
（申請期間） 
第９条 補助金の交付申請の受付期間は、住宅に機器等を導入する場合にあっては、当該年度の

４月１日から３月１０日（この日が日曜日若しくは土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和

２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「日曜日等」という。）に当たる場合は、その日

の直前の日曜日等でない日）まで、事業所等に機器等を導入する場合にあっては、当該年度の

４月１日から１月３１日（この日が日曜日等に当たる場合は、その日の直前の日曜日等でない

日）までとする。 

２ 補助金の交付申請の受付は先着順に行い、予算の範囲を超えた時点をもって、申請の受付を

停止する。 
 
（設置完了報告） 
第１０条 交付決定を受けた者は、補助金交付決定のあった年度の３月２０日（この日が日曜日

等に当たる場合は、その日の直前の日曜日等でない日）までに、住宅に機器等を導入した場合

にあっては、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金設置完了報告書（別記第

８号様式甲）に別表第５に掲げる書類を添付して、事業所等に機器等を導入した場合にあって

は、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金設置完了報告書（別記第８号様式

乙）に、別表第６に掲げる書類を添付して、区長に提出しなければならない。 



 
 
２ この要綱による補助を受けて機器を設置した事業所等においては、事業所等のエネルギー使

用量及びＣＯ2排出量の削減の効果を検証し、区長へ報告するものとする。 
３ 区長は、必要と認める場合、前項の書類以外の書類を提出させることができる。 
４ 区長は、完了報告書受理後、必要に応じて現地確認を行うことができる。 
 
（補助金の額の確定） 
第１１条 区長は、前条の設置完了報告書の提出があったときは、その内容を審査し、設置要件

に適合すると認めるときは、補助金の額を確定し、板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器

等導入補助金交付額確定通知書（別記第９号様式）により通知するものとする。 
 
（補助金の請求） 
第１２条 前条の規定により板橋区新エネルギー機器等導入補助金交付額確定通知を受けた者は、

板橋区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金交付請求書（別記第１０号様式）を区

長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 
 
（交付決定の取消及び補助金の返還等） 
第１３条 区長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消

し、返還を求めることができる。 
（１）虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 
（２）この要綱の規定に違反したとき。 
２ 区長は前項の規定により、補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交付決定取消通知

書（別記第１１号様式）により速やかに通知する。既に補助金が交付されているときは、期限

を定めてその返還を命じるものとする。 
 
（管理義務） 
第１４条 補助金の交付を受けた者は、対象機器等を常に良好な状態で管理し、環境負荷の低減

に努めなければならない。 
 
（調査等） 
第１５条 区長は、補助金に関し必要があると認めるときは、申請者から報告を求め、又は自ら

調査を実施することができる。 
 
（協力） 
第１６条 区長は、この要綱による補助を受けて機器等を設置した者に対し、必要に応じて機器

等に関する資料の提供その他の協力を求めることができる。 
 
（事業効果の普及啓発等） 
第１７条 この要綱による補助を受けて機器等を設置した事業所等においては、区等が開催する

省エネ関係セミナーの参加等、ＣＯ２排出量の削減意識の向上に努めるものとする。 



 
 
２ 区は今後の事業所等の有効な地球温暖化対策の普及につなげるため、補助金の交付対象とな

った事業所等ごとのＣＯ２削減・節電の効果など公表していくものとする。 
（委任） 
第１８条 この要綱に定めのない事項は、東京都板橋区補助金等交付規則（昭和４２年板橋区規

則第３号）に定めるものによるほか、資源環境部長が定める。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
２ 板橋区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱及び板橋区太陽熱温水器設置費補助金交付

要綱は、廃止する。ただし、当該要綱による補助金交付決定者への補助金交付手続の適用につ

いては、なお従前の例による。 
３ この要綱は、平成２１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２２年５月１２日から施行する。 
２ この要綱は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 



 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、当該要綱による補助金

交付決定者への補助金交付手続の適用については、なお従前の例による。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成２９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の規定による

補助金交付決定者に対する補助金交付等の手続を行うために必要な限度において、この要綱の

規定は、なおその効力を有する。 
 

付 則 
１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の規定による

補助金交付決定者に対する補助金交付等の手続を行うために必要な限度において、この要綱の

規定は、なおその効力を有する。 
 

付 則 
１ この要綱は、区長決定の日から施行する。 
２ この要綱の施行の日前に行われた補助金の交付申請に係る補助金交付決定者への補助金交付

手続の適用については、なお従前の例による。 
 
   付 則 
１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



 
 
２ この要綱は、平成３１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の規定による

補助金交付決定者に対する補助金交付等の手続を行うために必要な限度において、この要綱の

規定は、なおその効力を有する。 
 
   付 則 
 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
 
   付 則 
 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 
   付 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 















  

 

 



   

   

   

   

   

   

   

   

    

    

    

    

    

 



 

 



   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

    

    







 



 







  

   
   
   
   

 



   

   

   

 





 




